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改正公益通報者保護法施行に向けて 

 

2020年 9月 10日 

 

One Asia Lawyers  

１． はじめに 

2006年に国民生活の安定と社会経済の健全な発展に資することを目的として公益通報者保護法が施

行されました。しかしながら施行後、通報を受けた企業が通報者に対して不利益措置を講じる等の事

例が報告され、制度の機能不全が指摘されていました。こういった状況を踏まえ、より実効性のある

制度構築をするべく 2020年 6月 8日に同改正法が成立しました（「改正法」）。改正法は公布日で

ある 2020年 6月 12日から 2年以内に施行されますが、具体的な施行日は未だ公表されていません。

以下では、改正法の要点をご紹介します。 

 

２． 公益通報 

公益通報とは、労働者等の一定の要件を満たす者が、事業者において生命・身体・財産等の利益の保

護に係る一定の法律に規定する犯罪行為等の事実が生じるかまたはまさに生じようとしている旨を当

該事業者、行政機関または発生防止・被害拡大の防止に必要となる者に通報することを言います（改

正法２条）。 

改正法のもとで労働者等から通報を受けた企業は、事実関係調査を行い、報告を共有し、会社の側に

問題があると判断した場合には自ら是正措置を講じて自浄作用を発揮することが期待されています。 

 

３． 内部通報制度の体制整備 

（１）内部通報制度の体制整備義務付け 

(a) 対象となる企業及び内容 

常時雇用する労働者の数が 300名を超える企業1に対しては、①受付・調査・是正の

ための業務に従事する者（「公益通報対応業務従事者」）を定める義務（改正法 11

条 1項）及び②内部通報に適切に対応するために必要な体制の整備等を行う義務が

課されます（改正法 11条 2項）。 

(b) 違反の効果 

上記の義務に違反した場合で、行政庁の勧告に従わないときには、企業名や違反事

実につき公表される可能性があります（改正法 15条、16条）。 

また、上記義務に関して行政庁から施行状況の報告を求められた場合で、これにつ

いて報告をしなかったり、虚偽の報告を行ったりしたときには、改正法の下で新た

に 20万円以下の過料に処せられます（改正法 22条）。 

 (c) 今後の対応 

②内部通報に適切に対応するために必要な体制の整備等内容については、今後内閣

総理大臣による指針により明らかにされ、公表される予定です（改正法 11条 4項、6

項）。既に内部通報制度を設置している企業でも、将来自社の制度が当該指針に

沿ったものであるかどうかの確認が必要となります。現時点で消費者庁から取り組

みが推奨されている事項については後述「５．現時点での具体的対応」でご紹介し

ます。 

 

（２）公益通報対応業務従事者 

 
1 常時雇用する労働者の数が 300 名以下の企業については、努力義務に留まります。（改正法 11条 3 項） 
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(a) 守秘義務 

今回の改正法では、現在又は過去の公益通報対応業務従事者に対して、正当な理由

なく公益通報者（「通報者」）を特定する情報を漏洩してはならないとする守秘義

務が課されました（改正法 12条）。 

(b) 違反の効果 

守秘義務に違反した公益通報対応業務従事者に対しては、30万円以下の罰金が科さ

れます（改正法 21条）。 

(c) 今後の対応 

上記の通り公益通報対応業務従事者の違反については、当人に対し新たに刑事罰が

予定されており、企業としては守秘義務の存在・内容について、研修等を通じて公

益通報対応業務従事者となる者に対し周知を行っていくことが今後必須となると考

えられます。また、取り扱われる通報者の情報について適切に管理がなされている

かどうかについても適宜確認する必要があります。 

 

４． 内部通報制度の利用活性化措置 

（１）通報者の拡大 

現行法下で通報者は現在勤務している労働者、派遣労働者、請負労働者等に限られていますが、今回

の改正法では、現在のみならず過去１年以内に雇用・契約関係にあったかつての労働者、派遣労働

者、請負労働者等についても拡張されました（改正法 2条 1項 1号ないし 3号）。更に今回、役員

（取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事、清算人等）についても新たに通報者に加えられ

ました（改正法 2条 1項 4号）。 

 

（２）通報者の保護 

通報者への報復措置を防ぐため、公益通報によって損害を受けたことを理由として、通報をされた企

業が通報者に対して損害賠償できないとする旨が新たに明文で規定されました（改正法 7条）。 

 

（３）その他 

(a) 通報対象事実の拡張 

改正法では犯罪行為の事実のほかに、新たに個人の身体、生命、財産その他の利益

の保護に関る過料の理由とされている政令違反の事実についても通報を行うことが

可能となり、通報対象事実が拡張されました（改正法 2条 3項 1号）。 

(b) 通報した役員が解任された場合の損害賠償請求 

通報者となった役員が解任された場合で、当該役員において調査是正措置をとるこ

とを努めたなどの一定の条件が認められるときに、当該役員から企業に対する損害

賠償請求が認められることが新たに明示されました（改正法 6条）。 

 

５． 現時点での具体的対応策（ガイドライン、内部通報制度認証制度の活用） 

指針の発表に合わせて改訂されることが予想されますが、指針が出るまでの間の対策として参考にな

るのが、消費者庁の「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事 業者

向けガイドライン2」（平成 28 年 12 月 9日）とこれをベースにした内部通報制度認証

（Whistleblowing Compliance Management System 認証：WCMS 認証）3基準です。ガイドラインと

WCMS認証基準にはそれぞれ次のような内容が含まれます。 

 
2 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf 

3 内部通報制度認証基準等への適合性を審査・評価した結果を①自社で認めるもの（自己適合宣言制度）と②第三者機関が認

めるもの（第三者認証制度）の２種類が予定されています。現在は①のみが運用されており、消費者庁の指定登録機関である

公益社団法人商事法務研究会が自己適合宣言に関する登録を行っています。

(https://wcmsmark.secure.force.com/WCMS_index?common.udd.actions.ActionsUtilORIG_URI=%2Fapex%2FWCMS_index) 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf
https://wcmsmark.secure.force.com/WCMS_index?common.udd.actions.ActionsUtilORIG_URI=%2Fapex%2FWCMS_index


 

3 
 

 

ガイドライン 

①通報窓口の整備・拡充、②従業員等への周知・研修、③適切な調査・報告・是正（独立した調査

権限を持つ者による調査等）、④通報に関する秘密保持厳守、⑤中立公正な外部窓口の活用（法律

事務所等）、⑥不利益取り扱いの禁止、⑦フォローアップ（通報者への不利益有無確認、再発して

いないか等の確認）、⑧定期的な認証制度の評価実施・改善等。 

 

WCMS認証基準 

必須項目 任意項目 

内部通報制度の意義・目的の明確化、経営トッ

プによるメッセージの発信、経営トップの責務

及び役割の明確化、通報窓口の整備及び利用方

法の明確化、通報窓口利用者・通報対象事項の

範囲等の設定、内部規程の整備、通報対応にお

ける利益相反関係の排除、通報対応に関する質

問・相談への対応、内部通報制度の実効的な運

用のために必要な事項の周知・研修、通報者等

への通知、通報受付や調査・是正等のために必

要な体制の確保、調査協力の確保及び調査妨害

の防止、調査結果を踏まえた是正措置等の実

施、内部通報制度の運用担当者に対する教育・

研修、通報に係る秘密保持の徹底、通報に係る

記録・資料の適切な管理の確保、調査実施にお

ける秘密保持、通報者等に対する不利益取扱い

の禁止、不利益取扱いが判明した場合の救済・

回復措置、通報者等に対し不利益取扱いを行っ

た者に対する措置、通報等に関する秘密を漏ら

した者に対する措置、被通報者による不利益取

扱いの防止、通報者等の保護のためのフォロー

アップ、是正措置及び再発防止策のフォロー

アップ 

通報窓口の利用しやすさの向上、経営幹部から

独立性を有する通報受付及び調査・是正の仕組

みの整備、通報対応に係る業務を外部委託する

場合における中立性・公正性等の確保、内部通

報制度に対する従業員の意見の把握、内部通報

制度の運用実績を用いた信頼性の向上、経営

トップが内部通報制度に関する理解を深めるた

めの機会の確保、内部通報制度の運用担当者に

よる貢献の評価、通報者・調査協力者による貢

献の評価、外部窓口の信頼性の確保、通報者本

人による適切な情報管理の確保、禁止される不

利益取扱いの類型の具体化、法令違反等に関与

した者による問題の早期発見・解決への協力の

促進、内部通報制度の整備・運用状況等のス

テークホルダーへの情報提供 

 

６． おわりに 

コーポレート・ガバナンスの観点から、海外子会社等を含んだ内部通報制度の適切な体制整備は年々

重要視されてきています。改正法により、一定規模以上の企業に設置義務が課されるとともに、通報

者・通報の対象が拡張したことにより、利用の機会が増大すると予測される一方、他方で通報者との

関係ではその保護の強化（通報者特定情報の適切な取扱い、通報者に対する不利益措置禁止の徹底）

が求められるなど、実効性とバランスを備えた制度とするために企業においては新たな配慮事項が追

加されます。具体的な制度設計は内閣総理大臣の示す指針に基づく必要がありますが、2020年月 9

日 1日現在公表されておらず、今後の動向にも注意が必要です。 

以 上 

 

◆One Asia Lawyers◆ 
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「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN各国の法律に関するアドバイスを、シームレスに、一

つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で最初の ASEAN 法

務特化型の法律事務所です。 

当事務所メンバーは、日本および ASEAN 各国の法律実務に精通した専門家で構成されています。

日本および ASEAN 各国にオフィス・メンバーファームを構えることにより、日本を含めた各オフィ

スから ASEAN各国の法律を一括して提供できる体制を整えることに注力しております。 

本記事に関するご照会は以下までお願い致します。 

info@oneasia.legal 
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